
令和年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報

七
三

活
動
火
山
対
策
特
別
措
置
法

第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
火
山
災
害
警
戒
地
域

を
指
定
し
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

三
一
120

六

七
四

国
家
戦
略
特
別
区
域
計
画
の

変
更
を
認
定
し
た
件

三
一
120

七

〇
内
閣
府
、
総
務
省

一

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
一
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
を
定
め
る
命
令
第

七
十
三
条
の
内
閣
総
理
大
臣

及
び
総
務
大
臣
が
定
め
る
事

務
を
定
め
る
告
示

一
九
109

二

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
二
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
及
び
情
報
を
定
め

る
命
令
第
五
十
九
条
の
四
の

内
閣
総
理
大
臣
及
び
総
務
大

臣
が
定
め
る
事
務
及
び
情
報

を
定
め
る
告
示

一
九
109

〇
内
閣
府
、
財
務
省

一
一

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法

施
行
令
第
四
条
第
一
号
ニ
の

規
定
に
基
づ
き
主
務
大
臣
が

指
定
す
る
感
染
症
等
を
定
め

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
120

七

〇
カ
ジ
ノ
管
理
委
員
会

一

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る

法
律
施
行
令
第
十
三
条
の
規

定
に
基
づ
く
事
務
所
の
場
所

を
告
示
す
る
件

三
一

五

〇
金

融

庁

二
七

電
子
決
済
等
代
行
業
者
に
係

る
電
子
決
済
等
代
行
業
の
登

録
が
失
効
し
た
件

二
一

二

二
八

保
険
業
法
第
二
百
九
条
第
二

号
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
関

す
る
件

二
七

二

〇
金
融
庁
、
法
務
省
、

財
務
省

四

社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関

す
る
法
律
第
四
十
四
条
第
一

項
第
十
三
号
の
規
定
に
基
づ

き
口
座
管
理
機
関
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一

五

〇
総

務

省

一
七
五

電
波
法
第
百
三
条
の
二
第
二

項
の
総
務
大
臣
が
指
定
す
る

周
波
数
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

六
100
一
五

一
七
六

電
波
法
施
行
規
則
第
十
五
条

の
二
第
二
項
第
一
号
及
び
第

三
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
同

項
第
一
号
及
び
第
三
号
の
無

線
局
に
使
用
さ
せ
る
電
波
の

周
波
数
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

六
100
一
五

一
七
七

特
定
基
地
局
の
開
設
に
関
す

る
計
画
の
認
定
を
公
示
す
る

件

六
100
一
六

一
七
八

社
会
生
活
基
本
調
査
規
則
に

基
づ
く
、
調
査
票
の
様
式
を

定
め
る
件

七
101

九

一
七
九

地
方
債
の
償
還
額
等
に
充
当

可
能
な
特
定
の
歳
入
の
額
を

算
定
す
る
た
め
の
基
準
の
一

部
を
改
正
す
る
件

一
四

二

一
八
〇

国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及

び
外
国
公
館
等
周
辺
地
域
の

静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
り
、
政
党
事
務

所
周
辺
地
域
を
指
定
す
る
件

一
四

三

一
八
一

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
届
出
が

あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件

一
四
106

五

一
八
二

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
届
出
事
項

の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の

で
公
表
す
る
件

一
四
106

七

一
八
三

電
波
法
施
行
規
則
第
七
条
第

五
号
の
規
定
に
基
づ
く
特
定

実
験
試
験
局
と
し
て
使
用
可

能
な
周
波
数
の
範
囲
等
を
定

め
る
件

一
四
106
一
一

一
八
四

〃

一
八

四

一
八
五

自
転
車
競
走
を
行
う
こ
と
が

で
き
る
市
を
指
定
す
る
件

一
九

二

一
八
六

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執

行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

第
二
十
六
条
第
一
項
及
び
補

助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行

の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
十
六
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
総
務
省
所
管

の
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す

る
事
務
の
一
部
を
総
合
通
信

局
長
及
び
沖
縄
総
合
通
信
事

務
所
長
に
委
任
し
た
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
〇
111

一

一
八
七

令
和
三
年
度
地
方
債
同
意
等

基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
七

二

一
八
八

電
波
法
第
百
三
条
の
二
第
二

項
の
総
務
大
臣
が
指
定
す
る

周
波
数
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
七
117

一

一
八
九

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
収
支
に
関

す
る
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ

た
の
で
要
旨
（
平
成
二
十
九

年
分
〜
令
和
元
年
分
）
を
公

表
す
る
件

三
一
120

八

一
九
〇

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
解
散
に
係

る
収
支
に
関
す
る
報
告
書
の

提
出
が
あ
っ
た
の
で
要
旨

（
平
成
二
十
七
年
分
・
令
和

二
年
分
）
を
公
表
す
る
件

三
一
120

九

〇
総
務
省
、
文
部
科
学
省

一

国
立
大
学
法
人
法
施
行
令
第

二
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
電
波
法
第
百
四
条

第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
独

立
行
政
法
人
と
み
な
し
て
同

項
の
規
定
を
準
用
す
る
国
立

大
学
法
人
及
び
大
学
共
同
利

用
機
関
法
人
を
指
定
す
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
六

一

〇
総

務

省
、
農
林
水
産
省
、

国
土
交
通
省

一
七

離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に

お
い
て
産
業
の
振
興
に
関
す

る
計
画
が
策
定
さ
れ
た
地
区

を
指
定
す
る
件

二
四

二

〇
政
治
資
金
適
正
化
委
員

会

一
二

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を

公
告
す
る
件

二
六

一

一
三

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た
者

を
公
告
す
る
件

二
六

一

〇
消

防

庁

六

消
防
用
設
備
等
の
点
検
の
基

準
及
び
消
防
用
設
備
等
点
検

結
果
報
告
書
に
添
付
す
る
点

検
票
の
様
式
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
四
113

一

七

耐
火
電
線
の
基
準
の
一
部
を

改
正
す
る
件

二
四
113

三

〇
法

務

省

八
二

公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
件

六

一

八
三

戸
籍
が
滅
失
し
た
件

七

一

八
四

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
〇

五

八
五

除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

一
一

四

八
六

経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日

本
国
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和

国
と
の
間
の
協
定
の
適
用
を

受
け
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
人
看

護
師
等
の
出
入
国
管
理
上
の

取
扱
い
に
関
す
る
指
針
の
特

例
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

一
二
104

一

八
七

経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日

本
国
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国

と
の
間
の
協
定
の
適
用
を
受

け
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
看
護
師

等
の
出
入
国
管
理
上
の
取
扱

い
に
関
す
る
指
針
の
特
例
を

定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

一
二
104

四

八
八

平
成
二
十
四
年
四
月
十
八
日

に
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和

国
政
府
と
の
間
で
交
換
が
完

了
し
た
看
護
師
及
び
介
護
福

祉
士
の
入
国
及
び
一
時
的
な

滞
在
に
関
す
る
書
簡
の
適
用

を
受
け
る
ベ
ト
ナ
ム
人
看
護

師
等
の
出
入
国
管
理
上
の
取

扱
い
に
関
す
る
指
針
の
特
例

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
二
104

八

八
九

除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

一
四

三

九
〇

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
四

三

九
一

除
籍
が
滅
失
し
た
件

二
〇

六

九
二

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

二
〇

六

九
三

除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

二
一

二

九
四

司
法
書
士
法
第
三
条
第
二
項

第
一
号
の
研
修
の
指
定

二
一

二
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